
 

件   名  亀山市看護師等入学支度金及び
修学資金貸与条例  

医療センター事務局
医 事 管 理 室

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

亀山市立医療センター（以下「医療センター」といいます。）における看

護師又は准看護師（以下「看護師等」といいます。）の要員確保につなげる

ため、市は、看護師等を養成する学校その他の養成施設に修学し、養成施設

を卒業後、医療センターにおいて看護師等として勤務しようとする者に対し

て、入学支度金及び修学資金を貸与しています。  

現在、入学支度金及び修学資金の貸与につきましては亀山市看護師等修学

資金貸与規則（平成１７年亀山市規則第６８号）により、貸与した入学支度

金及び修学資金の返還免除につきましては亀山市看護師等修学資金返還免除

に関する条例（平成１７年亀山市条例第９７号）により運用しています。  

これまで地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）の規定のうち財務

規定等のみを適用していました本市の病院事業に、平成２８年４月１日から

地方公営企業法の規定の全部を適用するに当たり、入学支度金及び修学資金

の貸与について新たに１つの条例として整備するため、本条例を制定するもの

です。  

２ 制定内容  

（１）看護師等を養成する養成施設に修学し、養成施設を卒業後、医療センタ

ーにおいて看護師等として勤務しようとする者に対して貸与する入学支度

金及び修学資金に関して必要な事項を定めるものとします。  ＜第１条関係＞

（２）病院事業管理者は、看護師等の養成施設に入学しようとする者又は在学

する者で、養成施設を卒業後、医療センターに看護師等として勤務しよう

とするものに対して、予算の範囲内において無利息で入学支度金又は修学

資金（以下「入学支度金等」といいます。）を貸し付けることとします。

 ＜第２条関係＞

（３）入学支度金の貸与額は、年額７２万円以内において病院事業管理者が定

めることとします。また、修学資金の貸与額は、次の額以内において病院

事業管理者が定めることとします。ただし、入学支度金を貸与した者に対
 
 



 

する入学年度における修学資金の貸与額は、貸与した入学支度金と修学資

金との合算額が、年額７２万円を超えないものとします。   ＜第３条関係＞

ア 看護師の養成施設に在学している者 月額６万円  

  イ 准看護師の養成施設に在学している者 月額１万５，０００円  

（４）入学支度金等の貸与を受けようとする者は、保証人を立なければならな

いこととします。 ＜第４条関係＞  

（５）入学支度金等の貸与の決定を受けた者が、養成施設に入学することをや

めたとき、養成施設を退学したときなど、入学支度金等の貸与の目的を達

成する見込みがなくなったときは、貸与の決定を取り消すこととします。  

 ＜第５条関係＞

（６）入学支度金等の貸与の決定が取り消されたり、医療センターに看護師等

として採用されなかったりした場合は、貸与を受けた入学支度金等を１年

以内に返還しなければならないこととします。 ＜第６条関係＞  

（７）養成施設に引き続き在学している場合などやむを得ない理由があるとき

は、入学支度金等の返還を猶予することができるものとします。  

＜第７条関係＞

（８）入学支度金等の貸与を受けた者が、養成施設を卒業後、医療センターの

看護師等として修学資金の貸与期間以上勤務した場合に、貸与した入学支

度金等の返還を免除するなどの規定を設けることとします。  

＜第８条及び第９条関係＞

（９）入学支度金等の返還が返還期日までになされなかった場合は、遅延損害

金として、年７．３％の延滞利息を課すこととします。  

 ＜第１０条関係＞

（１０）条例の施行に関し必要な事項は、病院事業管理者が定めることとしま

す。 ＜第１１条関係＞  

３ その他  

（１）施行日は、平成２８年４月１日とします。  

（２）附則において、亀山市看護師等修学資金返還免除に関する条例（平成１７

年亀山市条例第９７号）は、廃止します。  

 



亀山市看護師等入学支度金及び修学資金貸与条例をここに公布す

る。  

  平成２７年１２月２２日  

       亀山市長  櫻  井  義  之  

亀山市条例第３８号  

 

亀山市看護師等入学支度金及び修学資金貸与条例  

 

（趣旨）  

第１条  この条例は、看護師又は准看護師（以下「看護師等」とい

う。）を養成する学校又は養成所（以下「養成施設」という。）

に修学し、養成施設を卒業した後、亀山市立医療センター（以下

「医療センター」という。）において看護師等として勤務しよう

とする者に対して貸与する入学支度金及び修学資金に関し必要な

事項を定めるものとする。  

（貸与）  

第２条  病院事業管理者（以下「管理者」という。）は、次に掲げ

る養成施設に入学しようとする者又は在学する者で、当該養成施

設を卒業した後、医療センターにおいて看護師等として勤務しよ

うとするものに対し、予算の範囲内において入学支度金又は修学

資金（以下「入学支度金等」という。）を無利息で貸与するもの

とする。  

（１） 保健 師助 産師看 護師 法（ 昭和２ ３年 法律 第２０ ３号 。以 下

「 法 」 と い う 。 ） 第 ２ １ 条 第 １ 号 の 規 定 に よ り 文 部 科 学 大 臣

が 指 定 し た 学 校 教 育 法 （ 昭 和 ２ ２ 年 法 律 第 ２ ６ 号 ） に 基 づ く

大 学 （ 短 期 大 学 を 除 く 。 ） 、 同 条 第 ２ 号 の 規 定 に よ り 文 部 科

学 大 臣 が 指 定 し た 学 校 又 は 同 条 第 ３ 号 の 規 定 に よ り 都 道 府 県

知事が指定した看護師養成所  

（２）法第２２条第１号の規定により文部科学大臣が指定した学校

又 は 同 条 第 ２ 号 の 規 定 に よ り 都 道 府 県 知 事 が 指 定 し た 准 看 護



師養成所  

２  前項において「養成施設に入学しようとする者」とは、同項各

号に掲げる養成施設の入学試験に合格し、当該養成施設への入学

に係る手続を行う者をいう。  

（貸与額等）  

第３条  入学支度金の貸与額は、７２万円以内において管理者が定

める額とする。  

２  修学資金の貸与額は、次の各号に掲げる者の区分に応じ、当該

各号に定める額以内において管理者が定める額とする。  

（１）前条第１項第１号に掲げる養成施設に在学している者  月額

６万円  

（２）前条第１項第２号に掲げる養成施設に在学している者  月額

１万５，０００円  

３  前項の規定にかかわらず、入学支度金を貸与した者に対する入

学年度における修学資金の貸与額は、貸与した入学支度金の額と

修学資金との合算額が７２万円を超えないものとする。  

４  入学支度金は、その貸与を決定した日から３０日以内に貸与額

の全額を貸与するものとする。  

５  修学資金は、管理者がその貸与を決定した際に定めた月から在

学している養成施設を卒業する日の属する月までの間、毎月貸与

するものとする。ただし、特別な理由があると管理者が認めた場

合は、２月分以上を併せて貸与することができる。  

 （保証人）  

第４条  入学支度金等の貸与を受けようとする者は、管理者が定め

るところにより、保証人を立てなければならない。  

２  前項の保証人は、入学支度金等の貸与の決定を受けた者（以下

「貸与決定者」という。）と連帯して債務を負うものとする。  

 （貸与の決定の取消し等）  

第５条  管理者は、貸与決定者が次の各号のいずれかに該当するに

至ったときは、入学支度金等の貸与の決定を取り消すものとする。



この場合において、修学資金の貸与の決定を取り消すときは、当

該事実の発生した日の属する月の翌月からその修学資金の貸与の

決定を取り消すものとする。  

（１）養成施設への入学することをやめたとき。  

（２）養成施設を退学したとき。  

（３）心身の故障のため修学を継続できる見込みがなくなったと認

められるとき。  

（４）学業成績又は性行が著しく不良となったと認めたとき。  

（５）入学支度金等の貸与を受けることを辞退したとき。  

（６）死亡したとき。  

（７）偽り又は不正な手段によって入学支度金等の貸与の決定を受

けたと認められるとき。  

（８）前各号に掲げるもののほか、入学支度金等の貸与の目的を達

成する見込みがなくなったとき。  

２  管理者は、貸与決定者が休学し、又は停学の処分を受けたとき

は、休学した日又は停学の処分を受けた日の属する月の翌月分か

ら復学した日の属する月の分まで修学資金の貸与を行わないもの

とする。この場合において、貸与を行わないこととされた月の分

として既に貸与された修学資金があるときは、その修学資金は、

当該貸与決定者が復学した日の属する月の翌月以降の月の分とし

て貸与されたものとみなす。  

 （返還）  

第６条  入学支度金等の貸与を受けた者（以下「修学生」という。）

は、次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、その理由の

生じた日の属する月の翌月から起算して１年以内に、管理者が定

めるところにより、一括又は月賦その他の割賦の方法で貸与を受

けた入学支度金等を返還しなければならない。  

（１）前条第１項の規定により入学支度金等の貸与の決定を取り消

されたとき。  

（２）養成施設を卒業した日から２年を経過する日までに、当該養



成施設に係る看護師等の免許を取得できなかったとき。  

（３）看護師等の免許を取得した後、直ちに医療センターにおいて

看護師等として採用されなかったとき。  

（４）看護師等の免許を取得した後、直ちに医療センターにおいて

看 護 師 等 と し て 採 用 さ れ 、 引 き 続 き 看 護 師 等 と し て 勤 務 し た

期 間 （ 以 下 「 在 職 期 間 」 と い う 。 ） が 、 修 学 資 金 の 貸 与 期 間

に 相 当 す る 期 間 （ 入 学 支 度 金 の み 貸 与 を 受 け た 場 合 に あ っ て

は、１年間）に満たなかったとき。  

（５）公務以外の理由により死亡したとき。  

（返還の猶予）  

第７条  管理者は、修学生が次の各号のいずれかに該当するに至っ

たときは、当該各号に掲げる理由が継続する間、入学支度金等の

返還を猶予することができる。  

（１）第５条第１項の規定により入学支度金等の貸与の決定が取り

消された後も、引き続き当該養成施設に在学しているとき。  

（２）第２条第２号の養成施設を卒業後、更に同条第１号の養成施

設において在学しているとき。  

（３）疾病、災害その他やむを得ない理由があると認められるとき。  

（返還の当然免除）  

第８条  管理者は、修学生が次の各号のいずれかに該当するに至っ

たときは、入学支度金等の返還を免除するものとする。  

（１）養成施設を卒業した日から２年以内に看護師等の免許を取得

し 、 か つ 、 在 職 期 間 が 修 学 資 金 の 貸 与 を 受 け た 期 間 に 相 当 す

る 期 間 （ 入 学 支 度 金 の み 貸 与 を 受 け た 場 合 に あ っ て は 、 １ 年

間）に達したとき。  

（２）医療センターに看護師等として勤務している期間中に、公務

に よ り 死 亡 し 、 又 は 公 務 に 起 因 す る 心 身 の 故 障 の た め 勤 務 を

継続することができなくなったとき。  

２  前項第１号に規定する場合において、医療センターに看護師等

として勤務した後、疾病、災害その他やむを得ない理由によりそ



の勤務ができなくなり、その理由がなくなった後、直ちに勤務し

た者の在職期間の計算については、先に勤務した期間は、後の勤

務した期間に引き継いだものとみなす。  

（返還の裁量免除）  

第９条  管理者は、修学生が次の各号のいずれかに該当するに至っ

たときは、貸与した入学支度金等のうち返還期日が到来していな

い部分について、全部又は一部の返還を免除することができる。  

（１）養成施設を卒業した日から２年以内に看護師等の免許を取得

し、かつ、当該免許を取得した後直ちに医療センターの看護師

等として採用された場合で、前条第１項の規定により免除を受

ける前に管理者がやむを得ないと認めた理由により退職したと

き。  

（２）前条第１項第２号に規定する場合を除くほか、死亡、疾病、

災害その他やむを得ない理由により入学支度金等の返還が困難

になったとき。  

 （延滞利息）  

第１０条  修学生は、正当な理由がなく入学支度金等を返還すべき

日までに返還しなかったときは、当該返還すべき日の翌日から返

還の日までの期間の日数に応じ、返還すべき額に年７．３パーセ

ントの割合で計算した延滞利息を支払わなければならない。  

 （委任）  

第１１条  この条例の施行に関し必要な事項は、管理者が定める。  

附  則  

（施行期日）  

１  この条例は、平成２８年４月１日から施行する。  

（亀山市看護師等修学資金返還免除に関する条例の廃止）  

２  亀山市看護師等修学資金返還免除に関する条例（平成１７年亀

山市条例第９７号）は、廃止する。  

（亀山市看護師等修学資金返還免除に関する条例の廃止に伴う経

過措置）  



３  この条例の施行前に前項の規定による廃止前の亀山市看護師等

修学資金返還免除に関する条例の規定によりした処分、手続その

他の行為は、この条例の相当する規定によりした処分、手続その

他の行為とみなす。  


